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対 象企業 は,ア メ リカ合衆 国に関 して は毎 年 『FORTUNE』誌 に掲載
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され る 「THEFORTUNEDIRETORY』 に収録 された上位500産業
企業,50商業銀行,50生命保 険会社,50運輸 会社,50小売会社,50電
力 ・ガ ス会社 で ある.日 本 に関 しては,筆 者がす でに他誌 に発 表 した集
計結果t)'2}を,イギ リスに関 して はEvansの成 果3)を援用 す る.
2.「 企 業 の 地 理 学(geographyofenterprise)」研 究 の発 展
地 理 学 にお け る 「企 業 」研 究 は古 い歴 史 を もつ が,近 代 株 式 会 社 に関
す る研 究 は比 較 的 近 年 の こ とで あ る.た とえ ば,古 典 的 立 地 論 研 究 は 前
者 の 例 の一 つ で あ り,近 年 発 展 著 しい 「企 業 の地 理 学 」 分 野 の研 究 は後
者 の 例 の 一 つ で あ る.
「企 業 の 地 理 学jの 先 駆 的 研 究 はMcNeeに よ りな され る.彼 は1958




ofenterprise」5)を発 表 し,空 間 の組 織 者 と して大 企 業 を考 察 す る こ との
重要 性 を指 摘 す る.Krummeは,1969年 に 『EconomicGeography』
誌 に 「Towardageographyofenterprise」6)を発 表 し,McNeeな どの
先駆 的研 究 を整 理 し,単一 事 業 所 企 業(single-plantfirm)を想 定 して組 み
立て られ て きた そ れ まで の 経 済 学 や 地 理 学 研 究 の 限 界 と,複 数 事 業 所 企
業(multi-plantfirm),とりわ け複 数 の 地 域 お よ び国 家 に展 開 す る大 企 業
に関 す る地 理 学 的 研 究 の 意 義,方 法 論 お よび 範 囲 を明 らか に した .こ れ
に も とづ き,1970年代 に 入 る と,こ の 分 野 の研 究 は急 速 に増 加 し,多 様
化 す る.言 う まで もな く,こ の 背 景 に は,企 業 の 多 国 籍 化 に み られ る よ
うに,大企業組 織 の空間的拡 大が急展 開 した こ と,Chandler7)以来 の組 織
論分野 の研 究蓄積 に よ り,企 業組 織 の分業 メカニ ズムがか な り明 らか に
されて きた こと,さ らに重要 な ことは,ダ イナ ミックに展開 す る空 間編
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成過 程 を説明 す る うえで新古典派 立地 論 な ど既存 理論 ・モ デルが無力 で
ある こ とが明 白にな り,地 理学が こ うした時代 的要請 に応 えうる新 たな
分野 の開拓 を迫 られて いた こ とな どが あ った.
これ らの研 究 は大 き く二 つの流れ に大 別す る ことがで きる.一 つは企
業 の空間組織 の形 成機構 に関す る研究 で ある.他 の一 つ は空間組織 を構
成 す る本社 や工場 な ど 「空間単位」 の立地 の形態,そ れ を もた らす要因
お よびその実 態 に関 す る研 究で あ る.
前者 の場合,日 本 で は実証的研究 を中心 に蓄積 され て きてい るが,欧
米で は,資 料上の問題 もあ り,企 業 の`空間進 化'に 関 す るモデル構築 が
中心 となる.Taylor8),Watts9}およびHakansonio)らのモデル はその代
表的 な もので ある(第1図 を参照).TaylorとWattsのモ デル は局地的
(10cal)あるいは地 域的(regional)企業 か ら国家 的(nationa1)な企 業 への
成長 を説明 す る.Hakansonモデル は,さ らに海外 市場 への成長段 階 も
考 慮す る.Wattsモデルはイギ リス醸造 業の大企 業支配 が多数 の小企業
の吸収合併 によ り成就 された事 実,ま た産業 内の組織変 化が 生産施 設分
布の急激 な変化 を ともない進展 して きた事実 に もとつい てい る.し か し
同一 の規模 と条件 をもった町(=市 場)に1つ の単一事 業所企 業が立地 す
る とい う非現実的完 全競 争 の想定 の もとに構 築 された ため,人 口規模,
物 質 ・情 報関連,企 業戦略 な ど企 業成長性 に関 わ る立地諸 条件 ・政 策な
どについての考察 に欠 け る面 を もつ.Hakansonモデル は,Wattsモァ
ル と異 な り,一 企業組織 の段 階的成長 に関 す る もので ある.地 域市場か
ら一 国市場 への成長参 入は,当 初販 売事 務所 が進 出 し,続 いて工場 が地
元外地域 に進 出す る形 態 を取 る.海 外へ の進 出形態 も同様 で あ り,販 売
代 理店,販売 の増加 に ともない支店 な ど内部組 織が置 かれ るようにな り,
さ らに工場 が進 出す る ようにな る11).この モ デルは企 業組織 の成長 を段
階的 に とらえるうえで一定 の重要性 をもつ.し か し,上 位 の発展段 階へ



















































































































に対応 して,あ るい は自 らが その主 因 として内在的 に関わ りなが ら 「空
間単位 」の ス クラ ップ ・ア ン ド ・ビル ドを絶 えず進 め,組 織再編 を図 る
企業 の動態的側 面 も必 ず し も充 分説 明 しえて いない.ま た,本 社 の立地
が所与 として考 え られ てい るが,こ の立地 も企業 の成 長段 階 に対応 して
極 めて ダイナ ミックに変化 す る.こ の ように,既 存 モ デルは多 くの短所
を もつ もので あるが,歴 史的視 点 に もとつ く動態論 的空間 モデ ルを構築
す る うえで極 めて重要 な意味 を も内包 してい る.
後 者の場合,本 社立地 に関 して は,す で に各 国 レベ ルの立地 形態 に関
す る報告 が多数 み られ る.そ の多 くは空 間的 な集中 ・集積形 態 を抽 出 し
てお り,本 社立地 すなわ ち大都 市集 中 とい う図式が一般的 に認知 されて
い る.た とえば,日 本 で は(第1表 を参 照),1982年の上場企 業1,113社
の46.5%が本社 を首都東京 に置 いてい る.規 模階 層別 で は,大 企 業 ほど
東京 に本 社 を置 く傾 向が強 い.資 本 金100億円以上 の企業 では,こ の比
























立地市町村数 企業総数 立地市町村数 企業総数
/108 682社 189 1,113社
注)カ ッコ内の数値 は,1955年は資本金50億円以上,1982年は同
100億円以上企業示す.




の比率 は実 に76.9%と高 くな り,主要大企業 のほ とん どが東京 に本社 を
置いて きてい る.し か も,こ の傾 向はな お強化 され て きてい るの であ る
12).イ ギ リスで は,1,000大企業 の36.0%がロン ドン(CentralLondon)
に,49.2%がロ ン ドン大都 市圏(GreaterLondonConurbation)に本社 を
置 くこ とが明 らか に され て い る亘 ロ ン ドンへ の 集 中傾 向 は,こ の他
Westawayi4),Burnsi5)らに よって も明 らか にされ てい る.他 で はパ リへ
の突出的集中 を示す フランス16),同じ くシ ドニーへの集 中的立 地 を示 す
オース トラ リアm,日 本 ほ どで はないが,イ タ リア ・ス ウェー デ ン・ニ ュ
ージー ラン ドにお いて も・・一一定 の集中形態 を とらえる こ とが で きるIB).し
かし,西 ドイ ツで は分散 的立地形 態が抽 出 され,ア メ リカ合衆 国で は,
集中性 と分散 性 の双 方が抽 出 されてい る.山 本健 児 に よれば,1970年の
西 ドイツにお ける本社 数 の都 市別 構成 はハ ンブルグ6.5%,西ベ ル リン
6.4%,ミュンヘ ン5.7%とな り,企業本 社立地上 中核 を成 す都 市 が存在
しない ことを明 らかにす る.山 本 は この理 由に東 西分割 とい う特殊歴 史
的条件 をあげ,本 来 的 には,第 二次世界 大戦 前段 階が そ うであ った よう
に,高度 に集 中・集積 した形 態 を示す はず であ る と指摘 す る19}.アメ リカ
合衆国に関 しては,次 章 で詳 し く論ず るが,日 本,イ ギ リス,フ ラ ンス
などとの対比 か ら分散 的立地形態 を指摘 す る報 告が 多い.
この ような本社 立地 の集 中性 と分散性 は,単 なる形態上 の差異 として
済ませ て しま うこ との 出来 な い面 を もつ.何 故 な ら,分 散性 は,そ れが
現代の集積経 済学 の理 論的 枠組 を土 台か ら否定 す るよ うな側 面 を強 くも
つか らで あ る.こ れ まで,本 社 の集 中立 地の要 因 として 「接触 の利益」,
および 「集積 の利益」 が あげ られ て きて いる.森 滝健 一郎 は,こ の点 に
関して,『行政機 関,民 間大企 業の管理 ・営業部 門やサ ー ビス業が一 か所
にあつ まるのは,技 術 的 いみで の 「効 率の よ さ」 な どよ りも,現 代資本
主義の寄生的 ・腐敗的 な性格 に規定 され た 「接触 の利益」 に よる』 もの






























四は重要 性 を増 して きて い る 吸収 合 併 に よ る強 化 で あ る25).また,
Brittonはカナ ダ ・オ ンタ リオ州 に立 地 する工場 にア ンケー ト調査 を行
い,有効回答 を得 た87工場 の分析結果 か ら,ア メ リカ企 業の 当該地域経
済との関係 は,カ ナ ダで最 も進 んだ地域 に立地 す るに もかかわ らず極 め
て弱いこ とを,原 材料 な どの地元調達 状況か ら明 らか に してい る.こ の
種の工場 は,大 企業組織 の構 成単位 として,遠 く離 れて立地す る本社 と
の関係 をよ り強 くもつ26).同様 の こ とは,Leverのス コ ッ トラ ン ド中西部
の企業分析27)におい て も,Taylorによるニ ュー ジー ラ ン ド・オ ー クラン
ドに立地 する企業分析頒}において も明 らか にされてい る.
外部支配 の もう一 つの形 態 は,既 存企 業 の合併 に よる もの であ る.こ
こで重要 な こ とは,Leigh&Northがイ ギ リスの4製 造 業部門 の117社
を対象に行 った調査 で明 らか に した ように,合 併 に と もない企業所 有権
が地方か ら本社 所在地(南 東部地域)に 移動 す る.ま た,高 次元 の管理
機能が合併企業本 社 に委譲 され る こ とで ある.被 合併企 業 のお よそ85%
が資財 を除 く業務 サー ビスの購入先 を地 元か ら他 地域 の業者 に変更 して
いる卵.こ う して,生 産 現場 と して地 方 と管 理 中枢地域 としての大都市
(圏)の空 間分業 が強化 され る.こ れ は,本 社 と工 場 の関係 を中心 に,外
部支配 の強化構造 を示 した もので ある.
近年,工場閉鎖(Plantclosure)に関 す る研 究 が活発 にな され るよ うに
なって きた.こ れ は,地 域経 済 に とって,単 なる雇 用機会 の喪 失 に とど
まらない.関 連部 門へ の影響 を考慮 す る と,極 めて大 きな負の相乗効果
をもつ.工 場閉鎖 は,単 一事 業所企業 で は倒 産 を意味 す るが,複 数事業
所企業では再編成過 程 として とらえ られ る.Leigh&Northは企 業合理
性にもとつ く工場 閉鎖 と否 定 的 な意味 で の工 場 閉鎖 を30),Massey&
Meeganは合併 な どに ともな う閉鎖31),Bluestone&Harrisonは選択 的
投資機会 の一環 として閉鎖32}をとらえるな ど,工 場 が企業 に とって合 目
的である限 りにお いてのみ存続 しうる存在 で ある ことを示す.
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3.ア メリカ合衆国における大企業本社の立地特性
アメ リカ大企業 の経 済力 は巨大 で ある.そ れ らの販売額 を各 国国民総
生産 と比較 してみ る と,ExxonCorp.は19位,GeneralMortorsCorp.
は20位 とな り,と もにポー ラ ン ド,オ ー ス トリア,韓 国,イ ン ドネ シア
な どの国民 総生産 を上 回 る醐.
この ような大企業 の巨大 な経 済力 は国内 にお ける生産 ・営業活動 によ
ってのみ もた ら され た もの では な く,世 界 中に張 り巡 らされた ネ ッ トワ
ー クを通 じて成就 され た もので ある.し たが って,巨 大 なア メ リカ企業
の本 社立地 は単 に国民経済 レベルの空 間編成 上大 きな意味 を もつ に とど
まらず,世 界 的な重要性 を もつ こ とにな る.た とえば,IBMの 場合,世
界全体 の販売額 は211億ドル であ るが,海 外 の比重 は そのほぼ半分 を占
め る.そ の技術 開発,生 産 ・販売 に関 す る戦 略34)とあ らゆる重要事 項 に関
す る意志 決定 の発 信基地 としての本 社 の立地 が,各 国の 当該 チ ャンネル
を通 じて世界 の隅々 に までお よぶ ことを考 える と,そ の重要性 の広が り
が いかな る もので あるか を知 る こ とがで きる.
アメ リカ企業 の本社 立地 の分散性 につ いては,す で に多 くの研 究 によ
り明 らか にされてい る35}'36}.本項 では,こ の傾 向 について,さ らに詳 しい
分析 を行 ってみたい.ま ず,本 社 を もつ都市数 の推移 をみ る(第2表 を
参照).500大産 業企業 の本社 が立地 す る都 市 お よび町 の数 は1960年に
は167であ った.そ の うち,1社 のみが124である.1965年にな ると,
その数 はそれ ぞれ184と142となる.1975年には198と144に,1985年
には249と193にな る.こ の よ うに,本 社 の立地 す 多都市 お よび町 の数
は急増 して きてお り,分 散 性 を強 めてい る.
次 に,都 市 別立地傾 向 を,年 次 を追 ってみ る.ニ ュー ヨー クの本社数
は,1960年には129,1965年136,1975年98,1985年には66と な る.
1965年まで は増加傾 向 を示すが,そ れ以 降 は著 しい減 少傾 向 を示す.シ
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第2表 アメリカ合衆国主要企業の本社立地































































本社立地都市数 本社立地都市数 本社立地都市数 本社立地都市数




カゴは,1960年の45本 社 か ら.1965年には38社,1975年33社,1985年
24社と一貫 した減少傾 向 を示 す.ピ ッツバ ー グは本社 数 において第3位
の地位 を保持 して きてい る.1960年の20社 か ら1965年には21社 に若
干増加す る ものの,1975年には15社 にな る.1985年も15社であ り,減
少に歯止 めが かか ってい る.ク リー ブラ ン ドは1960年16社,1965年15
社,1975年には14社 と漸 減 して きたが,1985年に は10社 に急減す る.
1960年か ら1985年の間 に,これ ら上位4市 の順位 は変動 していない.し
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か し,5位 か らは激 し く順位 が 入れ替 わ る.た とえば,1960年の5位 は
14本社 を もつ デ トロイ トで あ った.し か し,1985年の同市 の本 社数 はわ
ずか3社 とな り,順 位 は21位 に後退 す る.フ ィラデル フ ィア も1960年
には13本社 で7位 であ ったが,1985年には6社 で11位 とな る.ま た,
ロスア ンジェルスやサ ンフラ ンシス コは,わず かで あ るが本社 数の減 少,
順位 の後退 を示 す.こ れ に対 して,ヒ ュース トン,ダ ラス,ミ ネ アポ リ
スな どで本 社 の増 加 と順位 上昇 がみ られ る.こ の ように,大 都市 か らの
本社転 出が一般的現 象 となるなか で,中 小都 市 なが ら,コ ネ テ ィカ ッ ト
州 のス タムフ ォー ドには,ロ スア ンジ ェルス,サ ンフ ランシス コ,フ ィ
ラデル フ ィア,ア トランタな どの大 都市 を上 回 る9本 社 が集積 す るよう
にな る.ま た,同 州の グ リー ンウィ ッチに も6社 の集積 がみ られ るよう
にな る.し か し,1本 社 が立地 す る都市数 の急速 な増加 にみ られ る よう
に,本 社 の分散 的 な立地傾 向が特 筆 され る.
これ を企 業 の規模 階 層 との関係 で み ると,上 位100社で もほぼ全体の
動 向 と同様 の傾 向 を とらえる ことがで きる.し か し,こ の階層 で は大都
市 にお ける減少 に対 して,と くにニ ュー ヨー ク州,ニ ュー ジャー ジー州,
コネテ ィカ ッ ト州,イ リノイ州 な どの中小都市 の増加 が 目立 ち,ニ ュー
ヨー ク市や シカゴ市 な どの大都 市か ら大都 市 圏内の縁 辺地域 への転 出が
主流 を成 してい る.
ニ ュー ヨー ク市か らの本社 転 出状 況 をみ る.1960年か ら1985年の問
に,THEFORTUNEDIRECTORYに リス トされ て い る企 業 の う
ち,38社が本社 を移転 して いる.こ の うちの4社 はニ ュー ヨー ク州 内で
の移転 であ り,他 は州外へ の移転 で ある.州 外へ のお もな移 転先 をみる
と,コ ネテ ィカ ッ ト州 に16社,ニ ュー ジ ャー ジー州 に8社 とな り,2州
で全体 の7割 以上 を占め る.他 では ロスア ンジ ェル ス ・ア トラ ンタ ・ダ
ラス ・ヒ ュース トンな どへの移転 もみ られ るが,い ず れ も1社 のみであ
る.逆 に,同 期 間 にニ ュー ヨー ク市 に本社 を移転 したの は,シ カゴから
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の2社 を含 む5社 の みであ り,著 しい転 出超過 を示 す.
本社転 出企業 を規模階層 別 にみ る と,上 位50位 まで は11社,51位か
ら100位で は4社,101位か ら150位では3社,151位か ら200位で は10
社,201位か ら250位で は4社,251位か ら300位で は3社,301位か ら
350位で は2社,351位 以下 で は1社 とな り,上 位50社 の移転率 が最大
となる.
この ように,と くに上位 大企業 の本社 がダ イナ ミックに立地 を変 える
こと,空 間的 には遠距離 よ りも,ニ ュー ヨー ク ・シカ ゴ2大 都市 の影響
圏内の移転 が大 勢 を占め る ことが 明 らかにな る.こ う して,東 部 ・中北
部が本社地 域 として,サ ンベ ル トな どその他 地域 が生産現場的 発展 を遂
げてお り,依 然 として明確 な空 間分業 シス テムが強 く維持 され て いる こ
とを指摘 す る こ とが で きる.
第3表 アメリカ合衆国第三次部門主要大企業本社の都市別分布
1960年 1965年 1975年 1985年
NewYork50 NewYork47 NewYork40 NewYork34
Chicago23 Chicago27 Chicago19 Chicago13
Philadelphia11Phnadelphia12LosAngels12 LosAngels10
LosAngels9 St.Louis8Philadelphia11Houston9










注)各 年 次 と も企 業 総 数 は250(CommercialBanking,LifeInsurance,
Transportation,Utilities,Retailing各50社)であ る.
5本 社 以 上 を有 す る都 市 の み を記 載 した.
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LocationalCharacteristicsofAmericanLargeCorporate
HeadquartersandItsImplication
NaoharuFUJITA
Inthispaper,studiesof,《geographyofentereprise',aretobecritically
surveyed.AndasetofdataderivedfromTHEFORTUNEDIREC
TORYisusedforanalyzingtheactualconditionsofchanginglocational
pattemsofAmerlcancorporateheadquarters.
Theresultsareasfollows:
bMoststudiesinthefieldof,¶geographyofenterprise',basesonthe
theoryofcontactwhichmakemuchoftheexistenceofhighlevelinfor-
mations.Ithasbeencons三deredthatthisisakeyelementbringingabout
theconcentrationofcorporateheadquartersinspecificspace,generally
thecentralpartofIargemetropolitanreg輌on.
2)CasestudyoflocationalchangeofAmericanlargecorporations,
takenupinthispaper,shewedthattheseframeworkdoesnotfunction
wellasithasbeenundertheprogressiveanddynamicout-flowof
headquartersfrOmthecityofNewYork.
3).Asworldcapitalismhasdevelopedintonewstage,spatialtheory
andconceptshouldbenewlydevelopedinresponsetoit.Adoptionof
「histor輌calviewＬmustbebasicaUyimportanttobuildthem.
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